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Ⅴ　結 論
　本稿で頻出する法令等の略称は，次の通りとする。
原子炉等規制法：核原料物質，核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和 32 年法律第
166 号）
実用炉規則：実用発電用原子炉の設置，運転等に関する規則（昭和 53 年通商産業省令第 77 号）
電事法：電気事業法（昭和 39 年法律第 170 号）
電事規：電気事業法施行規則（平成 7年通商産業省令第 77 号）
技術基準省令：発電用原子力設備に関する技術基準を定める省令（昭和 40 年通商産業省令第
62 号）
保安省令：原子力発電工作物の保安に関する省令（平成 24 年経済産業省令第 69 号）
設置許可基準規則：実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備の基準に関する
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規則（平成 25 年原子力規制委員会規則第 5号）
技術基準規則：実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則（平成 25 年原子
力規制委員会規則第 6号）
平成 2年指針：発電用軽水型原子力施設に関する安全設計審査指針（平成 2年 8月 30 日原子
力安全委員会決定）
設置法：原子力規制委員会設置法（平成 24 年法律第 47 号）
Ⅰ　問題の所在
　2013 年 9 月 15 日以来，本稿最終校正時（2014 年 3 月 6 日）まで，日本国内に所在す
る発電用原子炉1）のすべてが運転を停止している。本稿の課題は極めて単純であって，
この停止状態に何ら法的な根拠がないこと，いま少し厳密にいえば，原子炉を保有して
いる電気事業者には運転を停止し続けなければならない法的義務がないこと2），を説明
することである。
　確かに世上，特段の法的根拠がないままに，ある行為が履行されあるいは自制されて
いるという事例はいくらでもあろう。しかし，原子力発電の世界は，もともと膨大で技
術的な法令の網の目によってきめ細かく規制されてきたのであり，したがって，規制当
局の権限の範囲も，その裏返しである電気事業者の権利義務の範囲も，─他の分野に
比べれば，の比較論ではあるが─詳細かつ明瞭に規定されてきた。しかるに，原子炉
を運転するか停止させるかという，各電気事業者にとって死活の利害を有するに止まら
ず，日本全体のエネルギー政策に直結する重大事が，法的根拠の曖昧なままに放置され
ていることは，まことに由々しい事態であるというほかない。本稿は，直接には，原子
力法制の，そのまた一部分を扱うにすぎないが，背後には，日本における法治主義の位
置という古くて新しい問題が控えている。日本官僚制の名高い繫文縟礼は，確かに法治
主義が日常的なオペレーションのレベルでは機能していることの傍証であろう。しか
し，小問題については法律の根拠の有無やその文言の解釈が微に入り細にわたって議論
されるのに，一旦大問題が生起するや，法治主義があたかもその質量を失ってしまった
かのように，雲散霧消して怪しまれることがない。
　一例を挙げよう。2013 年 9 月 19 日に，福島第一原発を視察した安倍首相が東京電力
に対して同原発 5，6号機の廃炉を要請したことについて，同月 21日の毎日新聞社説は，
「原発事故の実情を考えれば廃炉自体は当然のことだ。遅すぎる決断と言ってもいい。」と
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述べた。同紙が，安倍政権の施政一般に対して批判的であることは世に隠れもないとこ
ろであり，この要請についても「疑問が大きい」と難詰する。しかし，その「疑問」は，「困
難な現状から目をそらすためのパフォーマンス」ではないかという点に向けられており，
廃炉あるいはその要請について法律の根拠があるか否か，はまったく問われていない。
　確かに，東京電力福島第一原子力発電所 1号機から 4号機の，建屋が半ば崩壊した映
像に接して，このまま原発の運転を継続してよいのだろうか，という疑問が浮かばない
者はあるまい。しかし，少なくとも法律家には，では，電気事業者（原子炉等規制法の用
語法に倣えば，発電用原子炉設置者〔43 条の 3の 8第 1項〕）に，原子炉の運転を停止しなけ
ればならない法律上の義務があるのか，と問う務めがある。本稿は，この問いに対する
ささやかな回答であり，それと同時に， 1世紀半に上る近代化の歩みの果てにも，この
国では法治主義が根付くことはなかったというグルーミーな結論を提示する試みである。
Ⅱ　関 係 法 令
　本題に入る前に，関係法令のありようについて予備的に説明しておく必要があろう。
それには二つの理由がある。第一に，法治主義が，公権力の行使に法律の根拠を要求す
るものである以上，当の法律の内容をまずもってできる限り詳細にわたって理解しなけ
ればならない。また第二に，以下にも述べるように，いわゆる 3・11 以後，本稿に関
連する分野の法令はめまぐるしく変遷し，その経過をたどるだけでも一仕事になりつつ
ある。しかも，改正以前の法令の内容を調べるのも厄介なので，いわば法令の現場保存
の意味でも，煩を厭わずできるだけ詳しく紹介することとした。
　さて，本稿のテーマに関連する法律は，原子炉等規制法と電事法とである。
　まず，原子炉等規制法の改正は，設置法附則 15 条，16 条，17 条，18 条によってな
された。附則の 4か条にわたって改正がなされたのは，それぞれの施行日に「タイムラ
グ」をつけるためであった。
　設置法の原則的な施行期日は，同法附則 1条本文によって，「公布の日から起算して
3月を超えない範囲内において政令で定める日」とされ，具体的には，「原子力規制委
員会設置法の施行期日を定める政令」（平成 24 年政令第 228 号）によって平成 24 年 9 月
19 日とされたが，同条 3～ 5号は，附則 16 条～ 18 条による改正について，次の表 1
のように特別の施行日に関する定めを置いていた。なお，以下では，例えば，附則 15
条による改正を「15 条改正」と呼ぶこととする。
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　したがって，原子炉等規制法の内容は，下の表 2の A～ Eの各時期に応じて異なっ
ているのである。
表 1　改正原子炉等規制法の施行日
改　　正 設置法附則 1条の施行日に関する定め 施行政令が定める施行日
15 条改正 公布の日〔平成 24 年 6 月 27 日〕から起
算して 3月を超えない範囲内において政
令で定める日（本文）
平成 24 年 9 月 19 日（原子力規制委員
会設置法の施行期日を定める政令〔平
成 24 年政令第 228 号〕）
16 条改正 平成 25 年 4 月 1 日（ 3号） ─
17条改正 施行日〔平成 24 年 9 月 19 日〕から起算
して 10 月を超えない範囲内において政
令で定める日（ 4号）
平成 25 年 7 月 8 日（原子力規制委員
会設置法の一部の施行期日を定める政
令〔平成 25 年政令第 190 号〕）
18 条改正 施行日から起算して 1年 3月を超えない
範囲内において政令で定める日（ 5号）
平成 25 年 12 月 18 日（原子力規制委
員会設置法の一部の施行期日を定める
政令〔平成 25 年政令第 328 号〕）
表 2　A期から E期における改正原子炉等規制法
期 期　　間 原子炉等規制法の改正
A期 平成 24 年 9 月 18 日まで 改正前
B期 平成 24 年 9 月 19 日
～平成 25 年 3 月 31 日
15 条改正
C期 平成 25 年 4 月 1 日
～同年 7月 7日
15 条改正＋ 16 条改正
D期 平成 25 年 7 月 8 日
～同年 12 月 17 日
15 条改正＋ 16 条改正＋ 17 条改正
E期 平成 25 年 12 月 18 日以降 15 条改正＋ 16 条改正＋ 17 条改正＋ 18 条改正
　厳密にいえば，18 条改正のうちの一部分は，平成 26 年 4 月 1 日に施行されるので（設
置法附則 1条 6号），上記のほかにさらに F期を設けるべきであるが，あまりに煩雑であ
るので，ここでは無視することとする。
　極く大雑把にいえば，15 条改正・16 条改正には，原子力関係の規制権限が原子力規
制委員会に一元化されたことに伴って，従前，「主務大臣」・「主務省令」とあったものを，
「原子力規制委員会」・「原子力規制委員会規則」に改めるといった，技術的な改正が多
い。これに対して 17 条改正は，原子炉等規制法の中軸をなす原子炉の設置・運転に係
る規制を大改正したものであり，原子炉を使用目的に応じて試験研究用・発電用に二分
し，それぞれについて節を起こして多くの新条文を設けている。18 条改正は，技術的
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な文言の修正に止まる部分が多いが，核燃料加工事業者等の施設の安全性を高めるため
に，事業者自らが当該施設の安全性を評価する義務を新設する（22 条の 7の 2，43 条の
3の 29，50 条の 4の 2）など，実質的な改正にわたる部分も存在する。
　厄介なことに，これらの改正は，必ずしも，15 条改正で第 1章を，16 条改正で第 2
章を，といったように原子炉等規制法のセグメントに対応させる形でなされたのではな
い。一つの条項がまず附則 15 条で改正され，その改正された規定がさらに附則 16 条で
改正される，といった累積的改正とでも呼ぶべき複雑な過程を踏んでいることもあるの
である。
　例えば，国際規制物質（現行原子炉等規制法 2条 11 項，12 項。ウラン，トリウムがその典型）
を使用している者の記録義務に関する原子炉等規制法 61 条の 7は，A期において次の
ように規定していた。
第 61 条の 7　国際規制物質を使用している者（国際規制物質を貯蔵している使用済燃料貯蔵
事業者（旧使用済燃料貯蔵事業者等を含む。以下この条において同じ。）及び国際規制物質
を廃棄している廃棄事業者（旧廃棄事業者を含む。以下この条において同じ。）を含む。第
61 条の 9，第 67 条第 1項，第 68 条第 15 項から第 18 項まで，第 78 条第 29 号及び第 80 条
第 10 号において同じ。）は，文部科学省令で定めるところにより，国際規制物質の使用（使
用済燃料貯蔵事業者による国際規制物質の貯蔵及び廃棄事業者による国際規制物質の廃棄を
含む。次条第 1項及び第 61 条の 10 において同じ。）に関し文部科学省令で定める事項を記
録し，これをその工場又はその事業所（船舶に設置する原子炉に係る場合にあっては，その
船舶。第 61 条の 8の 2第 2項第 1号，第 61 条の 23 の 7 第 3 項，第 68 条（第 2項及び第 5
項を除く。），第 71 条第 2項及び第 72 条第 3項において同じ。）に備えて置かなければなら
ない。
　同条はまず，15 条改正によって次のように改正されて平成 24 年 9 月 19 日に施行さ
れた。下線を施した部分が改正箇所である。
第 61 条の 7　国際規制物質を使用している者（国際規制物質を貯蔵している使用済燃料貯蔵
事業者（旧使用済燃料貯蔵事業者等を含む。以下この条において同じ。）及び国際規制物質
を廃棄している廃棄事業者（旧廃棄事業者を含む。以下この条において同じ。）を含む。第
61 条の 9，第 67 条第 1項，第 68 条第 15 項から第 18 項まで，第 78 条第 29 号及び第 80 条
第 10 号において同じ。）は，文部科学省令で定めるところにより，国際規制物質の使用（使
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用済燃料貯蔵事業者による国際規制物質の貯蔵及び廃棄事業者による国際規制物質の廃棄を
含む。次条第 1項及び第 61 条の 10 において同じ。）に関し文部科学省令で定める事項を記
録し，これをその工場又はその事業所（船舶に設置する原子炉に係る場合にあっては，その
船舶。第 61 条の 8の 2第 2項第 1号，第 61 条の 23 の 7 第 3 項，第 68 条（第 2項及び第 5
項を除く。），第 71 条第 3項及び第 72 条第 3項において同じ。）に備えて置かなければなら
ない。
　15 条改正を経た 61 条の 7は，次に 16 条改正によって，「文部科学省令」という文言
が「原子力規制委員会規則」に改められて平成 25 年 4 月 1 日に施行され，重ねて，17
条改正によって次のように改正されて平成 25 年 7 月 8 日に施行された。改正箇所には
やはり下線を施してある。
第 61 条の 7　国際規制物質を使用している者（国際規制物質を貯蔵している使用済燃料貯蔵
事業者（旧使用済燃料貯蔵事業者等を含む。以下この条において同じ。）及び国際規制物質
を廃棄している廃棄事業者（旧廃棄事業者を含む。以下この条において同じ。）を含む。第
61 条の 9，第 67 条第 1項，第 68 条第 16 項から第 19 項まで，第 78 条第 29 号及び第 80 条
第 10 号において同じ。）は，原子力規制委員会規則で定めるところにより，国際規制物質の
使用（使用済燃料貯蔵事業者による国際規制物質の貯蔵及び廃棄事業者による国際規制物質
の廃棄を含む。次条第 1項及び第 61 条の 10 において同じ。）に関し文部科学省令で定める
事項を記録し，これをその工場又は事業所（船舶に設置する原子炉に係る場合にあっては，
その船舶。第 61 条の 8の 2第 2項第 1号，第 61 条の 23 の 7 第 3 項，第 68 条（第 2項，第
3項及び第 6項を除く。），第 71 条第 3項及び第 72 条第 3項において同じ。）に備えて置か
なければならない。
　因みに同条は，18 条改正の対象にはなっていない。
　次に，電事法は，設置法附則 40 条および 41 条によって改正された。原子炉等規制法
の改正に比べて複雑さは格段に減じてはいるが，これまた，施行日にタイムラグをつけ
て累積的に改正された。40 条改正の施行期日は，15 条改正と同じく平成 24 年 9 月 19
日（設置法附則 1条本文）であり，41 条改正のそれは，17 条改正と同じく平成 25 年 7 月
8 日（設置法附則 1条 4号）である。
　電事法の改正は，「事業用電気工作物」の節（第 3章第 2節）が中心であり，内容的にも，
原子炉等規制法のそれに比較してはるかに技術的なレベルのものに止まる。
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　これまでに述べたところを一覧表にすると，次の表 3のようになる。
表 3　A期から E期における改正原子炉等規制法・改正電事法
期 期　　間 原子炉等規制法・電事法の改正
A期 平成 24 年 9 月 18 日まで 改正前
B期 平成 24 年 9 月 19 日
～平成 25 年 3 月 31 日
原子炉等規制法：15 条改正
電事法：40 条改正
C期 平成 25 年 4 月 1 日
～同年 7月 7日
原子炉等規制法：15 条改正＋ 16 条改正
電事法：40 条改正
D期 平成 25 年 7 月 8 日
～同年 12 月 17 日
原子炉等規制法：15 条改正＋ 16 条改正＋ 17 条改正
電事法：電事法：40 条改正＋ 41 条改正
E期 平成 25 年 12 月 18 日以降 原子炉等規制法：15 条改正＋ 16 条改正＋ 17 条改正 
　　　　　　　　＋ 18 条改正
電事法：電事法：40 条改正＋ 41 条改正
　以上のように，両法とも期によって内容が異なり，特に，① A期，② B期・C期，
③ D期以降の三つの時期区分には十分注意する必要がある。
Ⅲ　原子炉の定期検査
1．定期検査の根拠規定
　本稿末尾の別表 1を一瞥すれば分かるように，福島第一・第二原発の計 10 機を除く
発電用原子炉 44 機はすべて定期検査中である。そうである以上，原発が停止している
のは当然だろう，と考えて何も不思議はない。そこでまず，定期検査なるものの法的位
置づけを見ておかなければならない。
　直近に定期検査入りした大飯発電所 3号機（2013 年 9 月 2 日定検入り）および 4号機
（同月 15 日定検入り）については，次の原子炉等規制法 43 条の 3の 15 が適用される。同
条は，17 条改正によって新設され3），平成 25 年 7 月 8 日に施行されたからである。
（施設定期検査）
第 43 条の 3の 15 ①　特定重要発電用原子炉施設（発電用原子炉施設であって核燃料物質若し
くは核燃料物質によって汚染された物又は発電用原子炉による災害の防止上特に支障がな
いものとして原子力規制委員会規則で定めるもの以外のものをいう。以下この条において同
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じ。）については，当該特定重要発電用原子炉施設を設置する者は，原子力規制委員会規則
で定めるところにより，原子力規制委員会規則で定める時期ごとに，原子力規制委員会が行
う検査を受けなければならない。ただし，第 43 条の 3の 32 第 2 項の認可を受けた場合その
他の原子力規制委員会規則で定める場合は，この限りでない。
②　第 16 条の 5第 3項及び第 4項の規定は，前項の検査のうち，特定重要発電用原子炉施設
であって原子力規制委員会規則で定めるものについての検査について準用する。
　上に述べたように，原子炉等規制法 43 条の 3の 15 は，D期以降に施行された規定で
ある。では，A期～ C期には，定期検査の根拠条文はどうなっていたのであろうか。
　まず A期についていえば，同法に次の規定があった。
（施設定期検査）
第 29 条①　原子炉設置者は，主務省令で定めるところにより，原子炉施設のうち政令で定め
るものの性能について，主務大臣が毎年 1回定期に行う検査を受けなければならない。ただ
し，第 43 条の 3の 2第 2項の認可を受けた原子炉については，主務省令で定める場合を除
き，この限りでない。
②　前項の検査は，その原子炉施設の性能が主務省令で定める技術上の基準に適合しているか
どうかについて行う。
③　第 16 条の 5第 3項及び第 4項の規定は，第 1項の検査（実用発電用原子炉及び第 23 条第
1項第 4号に掲げる原子炉に係るものに限る。）について準用する。
　すなわち，施設定期検査は，原子炉施設の性能が省令で定める技術上の基準に適合し
ているか否かを判定するために行われるのであるが，そこでいう技術上の基準を定めて
いたのが，実用炉規則 3条の 17 の規定である。
（施設定期検査の技術上の基準）
第 3条の 17　法第 29 条第 2項に規定する性能の技術上の基準は，次の各号に掲げるとおりと
する。
1　法第 43 条の 3の 2第 2項の認可を受けた後において法第 27 条第 1項の認可を受けた原
子炉の附属施設
イ　第 3条の 6各号に掲げる性能の技術上の基準に適合していること。
ロ　原子炉の附属施設の放射性物質の漏えいを防止する能力その他の性能が，法第 28 条
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の使用前検査において経済産業大臣が合格と認めた状態に維持されていること。
2　前号に規定する施設以外の原子炉施設　原子炉施設の放射性物質の漏えいを防止する能
力その他の解体に着手した後において維持する必要がある性能が発電用原子力設備に関す
る技術基準を定める省令（昭和 40 年通商産業省令第 62 号）に規定する技術上の基準に適
合していること。
　同条 1号の「法第 43 条の 3の 2」とは，廃炉措置について定めた規定であるので，
稼働中の原子炉施設（および，廃炉工程中の原子炉の本体部分）はすべて 2号の支配を受け
ることとなる。すなわち，施設定期検査では，技術基準省令への適合性が確認されるの
である。
　なお，B期・C期についていうと，原子炉等規制法 29 条は，「主務大臣」を「原子力
規制委員会」に，「主務省令」を「原子力規制委員会規則」に改める程度の技術的改正
がなされた程度で，内容的な変更はなく，実用炉規則 3条の 17 も， 1号ロのうち「経
済産業大臣」が「原子力規制委員会」に改められたに止まる（原子力規制委員会設置法の
施行に伴う経済産業省関係省令の整備に関する省令〔平成 24 年経済産業省令第 68 号〕 7条）。
　ところが，A期～ C期の法制度，具体的には原子炉等規制法と電事法との関係はか
なり複雑で，施設定期検査に係る原子炉等規制法 29 条は，次に示す同法 73 条によって
実用発電用原子炉（その定義は，A期の同法 23 条 1 項 1 号）には適用されないこととなっ
ていた。
（適用除外）
第 73 条　第 27 条から第 29 条までの規定は，電気事業法（昭和 39 年法律第 170 号）及び同法
に基づく命令の規定による検査又は船舶安全法（昭和 8年法律第 11 号）及び同法に基づく
命令の規定による検査を受けるべき原子炉施設であって実用発電用原子炉又は実用舶用原子
炉に係るものについては，適用しない。
　ここで，同条にいう原子炉等規制法「第 27 条から第 29 条までの規定」とは，
　　27 条 原子炉施設の設計・工事方法の認可
　　28 条 使用前検査
　　28 条の 2 原子炉施設の溶接の検査
　　29 条 施設定期検査
の 4か条のことである。
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　では，実用発電用原子炉については定期検査の類が実施されないかといえば，もちろ
んそのようなことはなく，電気事業法がそれについて規定していた。以下は，A期にお
ける条文である。
（定期検査）
第 54 条①　特定重要電気工作物（発電用のボイラー，タービンその他の電気工作物のうち，
公共の安全の確保上特に重要なものとして経済産業省令で定めるものであつて，経済産業省
令で定める圧力以上の圧力を加えられる部分があるもの並びに発電用原子炉及びその附属設
備であつて経済産業省令で定めるものをいう。次項において同じ。）については，これらを
設置する者は，経済産業省令で定めるところにより，経済産業省令で定める時期ごとに，経
済産業大臣が行う検査を受けなければならない。ただし，経済産業省令で定める場合は，こ
の限りでない。
②　経済産業大臣は，前項の検査のうち，原子力を原動力とする発電用の特定重要電気工作物
であって経済産業省令で定めるものについての検査に関する事務の一部を，経済産業省令で
定めるところにより，機構に行わせるものとする。
③　機構は，前項の規定により検査に関する事務の一部を行ったときは，遅滞なく，その結果
を経済産業省令で定めるところにより，経済産業大臣に通知しなければならない。
　B期・C期にあっては，40 条改正によって，同条の「経済産業大臣」が「主務大臣」に，
「経済産業省令」が「主務省令」に，それぞれ改められていた。
　他方，原子炉等規制法 73 条は，15 条改正，16 条改正によって若干の字句の改正を受
けたもの，規定の趣旨には変更がなかったが，17 条改正によって削除された。それに
伴って，41 条改正で電事法に次の条文が追加され，C期までとは定期検査の根拠規定
が入れ替わる形となった。
（核原料物質，核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律との関係）
第 112 条の 3①～③　　（略）
④　第 51 条，第 52 条，第 54 条及び第 55 条の規定は，原子炉等規制法及びこれに基づく命令
の規定による検査を受けるべき原子力発電工作物については，適用しない。
　なお，C期までの原子炉等規制法 73 条によって適用が排除されていた同法の条項と
電事法中の条項との対応関係は，本稿末尾の別表 2に示す通りである。
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表 4　定期検査の根拠規定─その 1
期 期　　間 定期検査の根拠規定
A期 平成 24 年 9 月 18 日まで
電事法 54 条
B期 平成 24 年 9 月 19 日
～平成 25 年 3 月 31 日
C期 平成 25 年 4 月 1 日
～同年 7月 7日
D期 平成 25 年 7 月 8 日
～同年 12 月 17 日 原子炉等規制法 43 条の 3の 15
E期 平成 25 年 12 月 18 日以降
　以上をまとめると，発電用原子炉の定期検査の根拠規定は，次の表 4のようになる。
　ただし，A期～ C期にあっても，電事法 54 条の委任事項について規定する省令には
変化があった。すなわち，もともとは電事規 89 条～ 93 条の 4がそれであったが，これ
らの規定は，保安省令 49 条～ 58 条にほぼそのまま移転した。因みに，保安省令は，「原
子力規制委員会設置法……の一部の施行に伴い，並びに電気事業法……の規定に基づ
き，及び同法を施行するため」に制定され，設置法施行の日（平成 24 年 9 月 19 日）に施
行されたものである。同時に，電事規中の定期検査に関する規定である 89 条～ 93 条の
4は，89 条を除いて削除された4）。すなわち，A期から C期に至るまで，定期検査に
関する法律および省令の規定に，内容面での特段の変更はなかったことになる。
　他方，D期以降になると，施設定期検査の根拠規定たる原子炉等規制法 43 条の 3の
15 の委任を受けた命令の規定は，「原子力規制委員会設置法の一部の施行に伴う関係規
則の整理等に関する規則」（平成 25 年原子力規制委員会規則第 4号） 8条によって大幅に
改正された実用発炉規則（の 45 条～ 53 条）となり，内容的には，電事規・保安省令の
規定を所要の修正を施しつつ引き継いだ形となった。
　以上を要約すれば，定期検査の根拠規定たる法律・命令は，時期によって次の表 5に
示すように変遷したことになる。
　もっとも，厳密にいえば，等しく定期検査といっても，電事法上のそれと原子炉規制
法上のそれとがまったく同じであるわけではない。まずもって名称が，前者では「定期
検査」であるのに対して後者では「施設定期検査」であるし，検査対象も，前者では電
気工作物（より正確には「特定重要電気工作物」）であるのに対して，後者では原子炉施設
（のうち政令で定めるもの）である。しかし，本項の関心からいえば，こうした相違にこ
だわる必要はないので，以下単に「定期検査」と呼ぶこととする。
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　なお，各時期に定検入りした原子炉（福島第一・第二の計 10 機を除く）を上記の表 5に
重ね合わせると，次の表 6のようになる。
表 6　定期検査の根拠規定と定検入りした原子炉
期 期　　間 法律・命令 定検入りした原子炉
A期 平成 24 年 9 月 18 日
まで
電事法 54 条
＋電事規 89 条
～ 93 条の 4
泊 1～ 3，東通 1，女川 1～ 3，
柏崎刈羽 1～ 7，浜岡 3～ 5，志賀 1～ 2，
美浜 1～ 3，大飯 1～ 2，高浜 1～ 4，
島根 1～ 2，伊方 1～ 3，玄海 1～ 4，
川内 1～ 2，東海第二，敦賀 1～ 2
（計 42 機）
B期 平成 24 年 9 月 19 日
～平成 25 年 3月 31 日
電事法 54 条
＋保安省令 49 条
～ 58 条C期 平成 25 年 4 月 1 日
～同年 7月 7日
D期 平成 25 年 7 月 8 日
～同年 12 月 17 日
原子炉等規制法
43 条の 3の 15
＋実用炉規則 45
条～ 53 条
大飯 3～ 4
（計 2機）
E期 平成 25 年 12 月 18 日
以降
表 5　定期検査の根拠規定─その 2
期 期　　間 法律およびその委任を受けた命令
A期 平成 24 年 9 月 18 日まで 電事法 54 条＋電事規 89 条～ 93 条の 4
B期 平成 24 年 9 月 19 日
～平成 25 年 3 月 31 日
電事法 54 条＋保安省令 49 条～ 58 条
C期 平成 25 年 4 月 1 日
～同年 7月 7日
D期 平成 25 年 7 月 8 日
～同年 12 月 17 日 原子炉等規制法 43 条の 3の 15 ＋実用炉規則 45 条～ 53 条
E期 平成 25 年 12 月 18 日以降
2 ．定期検査の内容
　定期検査の根拠規定およびその委任に基づく命令は，上記のように一定の変遷を見た
のであった。しかし，A期～ C期についていえば，上記のように，関係規定の内容に
特段の変化は見られないし，D期以降は，根拠規定に大幅な変動があったが，制度の枠
組みは，A期～ C期のそれが概ね継承された5）。また，上記の表 6に明らかなように，
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現在定期検査中（であることになっている）の原子炉の大部分が，A期に定検入りしてい
る。したがって，以下では煩を避けるために，定期検査の内容を A期のそれに代表さ
せて説明する。
　まず，定期検査では何をどう検査するのであろうか。それを理解するためには，定期
検査と並ぶいまひとつの検査である定期事業者検査についても理解しなければならな
い。定期事業者検査の根拠規定である電事法 55 条を見ると，その見出しは，「定期安全
管理検査」となっているが，同条 1項の「特定電気工作物」について定期に行われる事
業者検査は， 2項において，「定期事業者検査」と呼称されている。
　結論的にいえば，定期検査は，定期事業者検査のなかに「入れ子」のような形で位置
づけられているので，以下では，いかなる意味で両者が入れ子の関係に立っているのか，
検査の対象と方法の両面から概観することとしよう。なお，定期事業者検査についても，
その根拠となる法律およびその委任を受けた命令には，次の表 7のように，定期検査と
同様の変遷があるが，ここでも制度の大枠に変化はないので，やはり A期の制度に代
表させて説明する。
表 7　定期事業者検査の根拠規定
期 期　　間 法律およびその委任を受けた命令
A期 平成 24 年 9 月 18 日まで 電事法 54 条＋電事規 94 条～ 94 条の 4
B期 平成 24 年 9 月 19 日
～平成 25 年 3 月 31 日
電事法 54 条＋保安省令 59 条～ 62 条
C期 平成 25 年 4 月 1 日
～同年 7月 7日
D期 平成 25 年 7 月 8 日
～同年 12 月 17 日 原子炉等規制法 43 条の 3の 15 ＋実用炉規則 54 条～ 57 条
E期 平成 25 年 12 月 18 日以降
　第一に，検査の対象を見よう。定期検査の対象は，「特定重要電気工作物」，すなわち，
　発電用のボイラー，タービンその他の電気工作物のうち，公共の安全の確保上特に重要なも
のとして主務省令で定めるものであって，主務省令で定める圧力以上の圧力を加えられる部分
があるもの並びに発電用原子炉及びその附属設備であって主務省令で定めるもの
である（電事法 54 条 1 項かっこ書）のに対して，定期事業者検査のそれは，「特定電気工
作物」，すなわち，
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　発電用のボイラー，タービンその他の主務省令で定める電気工作物であって前条で定める圧
力以上の圧力を加えられる部分があるもの並びに発電用原子炉及びその附属設備であって主務
省令で定めるもの
である（電事法 55 条 1 項かっこ書）。表にまとめると，次の表 8のようになる。
表 8　検査の対象─その 1
検査の種別 検査の対象
a 定期検査
特定重要電気工作物
a①ⅰ
a①ⅱ
　発電用のボイラー，タービンその他の電気工作物のうち，
公共の安全の確保上特に重要なものとして経済産業省令で定
めるものであって，
　経済産業省令で定める圧力以上の圧力を加えられる部分が
あるもの
a② 　発電用原子炉及びその附属設備であって経済産業省令で定
めるもの
b 定期事業者検査
特定電気工作物
b①ⅰ
b①ⅱ
　発電用のボイラー，タービンその他の経済産業省令で定め
る電気工作物であって，
　前条〔54 条〕第 1項で定める圧力以上の圧力を加えられる
部分があるもの
b② 　発電用原子炉及びその附属設備であって経済産業省令で定
めるもの
　上記表 8の b①ⅱにいう「前条第 1項で定める圧力」とはすなわち，a①ⅱの「経済
産業省令で定める圧力」のことであるから，両者は同一であり，「最高使用圧力零キロ
パスカル」と規定されている（電事規 89 条の 2）。したがって，差異は，a①ⅰと b①ⅰ
との間，および，a②と b②との間に生じ得る。
　まず，a①ⅰについては電事規 89 条が，b①ⅰについては電事規 94 条 1 項が，それ
ぞれ規定しており，その差異は表 9（次頁）の通りであり，また a②については電事規
90 条が，b②については電事規 94 条 2 項が，それぞれ規定しており，その差異は表 10
（同）の通りである。
　結局，定期検査の対象たる特定重要電気工作物とは，すべて，原子炉関係の設備・施
設であることがわかる。他方，定期事業者検査の対象たる特定電気工作物には，特定重
要電気工作物のすべてが含まれる上に，原発関係の設備・施設で追加されているものが
あり，さらに，原発以外の在来型の発電所に属する電気工作物も含まれている。その意
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味で，定期検査の対象は定期事業者検査のそれの中に入れ子になっているのである。
　では第二に，検査の方法はどうなっているのであろうか。まず，定期事業者検査につ
いては，次のように包括的に規定されている（電事規 94 条の 3第 1項）。
1　開放，分解，非破壊検査その他の各部の損傷，変形，摩耗及び異常の発生状況を確認する
表 9　検査の対象─その 2
定期検査（a①ⅰ＝電事規 89 条） 定期事業者検査（b①ⅰ＝電事規 94 条 1 項）
─
1号　原子力発電所以外に属する蒸気タービン
およびその附属設備
原子力発電所に属する蒸気タービン本体
（タービン本体，主要弁，復水器，管）およ
びその附属設備（熱交換器，冷却塔，給水
ポンプ，管，蒸気だめ，安全弁，逃がし弁）
1号の 2　原子力発電所に属する蒸気タービン
本体（タービン本体，主要弁，復水器，管）
およびその附属設備（熱交換器，冷却塔，給
水ポンプ，管，蒸気だめ，安全弁，逃がし弁）
─ 2号　ボイラーおよびその附属設備
─ 3号　独立過熱器およびその附属設備
─ 4号　蒸気貯蔵器およびその附属設備
─ 5号　ガスタービン
─ 6号　液化ガス設備
─ 7号　燃料電池用改質器
─ 8号　ガス化炉設備
表 10　検査の対象─その 3
定期検査（a②＝電事規 90 条） 定期事業者検査（b②＝電事規 94 条 2 項）
原子炉本体 原子炉本体
原子炉冷却系統設備 原子炉冷却系統設備
計測制御系統設備 計測制御系統設備
燃料設備 燃料設備
放射線管理設備 放射線管理設備
廃棄設備 廃棄設備
原子炉格納施設 原子炉格納施設
─ 排気筒
─ 補助ボイラー
非常用予備発電装置 非常用予備発電装置
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ために十分な方法
2　試運転その他の機能及び作動の状況を確認するために十分な方法
3　原子力発電所に属する特定電気工作物に係る定期事業者検査にあっては，前 2号に掲げる
方法のほか，各部の損傷，変形，摩耗等による異常の発生の兆候を作動している状態で確認
するために十分な方法
　他方，定期検査においては，検査の方法も限定（あるいは特定）されている。沸騰水
型軽水炉の原子炉本体についていえば，次の通りである（電事規 90 条の 2第 2号の「原子
炉本体」の項の下欄）。
1　原子炉圧力容器本体，原子炉圧力容器支持構造物及び原子炉圧力容器付属構造物の非破壊
検査並びに原子炉圧力容器本体及び原子炉圧力容器付属構造物の漏えい検査
2　再使用する燃料体の外観検査
3　炉心における燃料体の配置を確認する検査
4　原子炉の停止余裕を確認する検査
　すなわち，定期事業者検査の検査方法が包括的であるのに対して，定期検査のそれは
法令上特定されており，その意味でも，後者は前者に入れ子の形になっている。
　以上のように，検査対象・検査方法いずれについても定期事業者検査は定期検査を包
摂する形になっているので，両者を別々に行うと甚だ効率が悪い。そこで，定期事業者
検査のうち重要な一部について特別の手続を踏ませることにより，それを定期検査であ
ると観念する仕組みになっている。すなわち，定期検査は，「定期検査を受ける者が行
う定期事業者検査に電気工作物検査官……が立ち会い，又はその定期事業者検査の記録
を確認することにより」行われるのである6）。
　ただし，電事法 54 条 2 項の規定により，経済産業大臣は，検査に関する事務の一
部を独立行政法人原子力安全基盤機構に行わせることができる。同機構（JNES：Japan 
Nuclear Energy Safety Organization）は，2003 年に設立され，それまで，原子力発電技術
機構・発電設備技術検査協会・原子力安全技術センターの 3つの財団法人に委託されて
いた原子力安全行政に係わる業務や原子力安全・保安院の検査業務の一部が移管され
た7）。
　なお，上記のように，電事法上の定期検査・定期事業者検査は，D期以降，原子炉等
規制法上の施設定期検査・定期事業者検査に事実上吸収される形となっているのである
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が，原子炉等規制法上の施設定期検査もまた定期事業者検査のなかに入れ子の形になっ
ており（43 条の 3の 16 第 1 項），前者は，当局の職員が後者に立ち会い，または，その
記録を確認することにより行われる（実用炉規則 47 条 1 項柱書き）ため，電事法上の定
期事業者検査を原子炉等規制法上のそれであると見なす必要が生ずる。このため，設置
法附則 47 条 1 項は，次の経過規定を置いている。
　附則第 1条第 4号に掲げる規定の施行前に旧電気事業法第 55 条第 1項の規定によりされた
特定電気工作物（同項に規定する特定電気工作物をいう。）のうち原子力発電工作物であるも
の（以下この条において「特定原子力発電工作物」という。）に係る旧定期事業者検査（同項
に規定する検査をいう。以下この条において同じ。）並びに当該旧定期事業者検査の結果の記
録及びその保存は，同号に掲げる規定の施行後は，それぞれ第 4号新規制法第 43 条の 3の 16
第 1 項の規定によりされた当該特定原子力発電工作物である特定発電用原子炉施設（第 4号新
規制法第 43 条の 3の 16 第 1 項に規定する特定発電用原子炉施設をいう。以下この条において
同じ。）に係る新定期事業者検査（同項に規定する検査をいう。以下この条において同じ。）並
びに当該新定期事業者検査の結果の記録及びその保存とみなす。
　上記のうち，「附則第 1条第 4号に掲げる規定の施行前」とは，A期～ C期を意味す
るものであり，「旧電気事業法」とは，41 条改正前の（すなわち C期までの）電事法を指
す（設置法附則 25 条 2 項）。また，「第 4号新規制法」とは，17 条改正後の（すなわち D
期以降の）原子炉等規制法を意味する（設置法附則 21 条 1 項）。
　以上，定期検査と定期事業者検査との関係について長々と語ってきたが，そもそも定
期事業者検査は，何を目的として，換言すれば何を調べ確認するために実施されるので
あろうか。電事法 55 条 2 項の規定は，次の通りである。
　前項の検査（以下「定期事業者検査」という。）においては，その特定電気工作物が第 39 条
第 1項の経済産業省令で定める技術基準に適合していることを確認しなければならない。
　同項で言及されている電事法 39 条 1 項は，「事業用電気工作物を設置する者は，事業
用電気工作物を経済産業省令で定める技術基準に適合するように維持しなければならな
い」と規定しており，ここでいう「技術基準」を定める経済産業省令とは，原子力発電
所についていえば，技術基準省令である。すなわち，定期事業者検査は，特定電気工作
物が技術基準省令の定める技術基準に適合していることを確認するために実施されるの
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であり，特定電気工作物に包摂される特定重要電気工作物の定期検査もまた，同様の目
的を有するものと考えられる8）。
3 ．定期検査と原子炉の運転停止
　ここでようやく本題に入るわけであるが，その前に，電気事業者自身が公表している
資料によって定期検査の具体的な内容を見てみよう。2009 年 5 月から行われた中国電
力島根原子力発電所 1号機の第 28 回定期検査の例である9）。
⑴　原子炉本体
　原子炉圧力容器の蓋を開放し，炉内構造物および燃料の点検を行い，その健全性を確認す
る。また，原子炉圧力容器の溶接部については，非破壊検査および漏えい検査を行い，その
健全性を確認する。
⑵　原子炉冷却系統設備
　非常用炉心冷却装置を含む原子炉冷却系統設備の点検手入れを行うとともに作動試験等の
機能検査を行い，その健全性を確認する。また，配管の溶接部については，非破壊検査およ
び漏えい検査を行い，その健全性を確認する。
⑶　計測制御系統設備
　制御棒駆動装置および核計測装置等の点検手入れを行うとともに作動試験等の機能検査を
行い，その健全性を確認する。
⑷　燃料設備
　燃料取扱装置および燃料プール冷却装置の点検手入れを行うとともに作動試験の機能検査
を行い，その健全性を確認する。
⑸　放射線管理設備
　放射線管理用計測装置および換気設備の点検手入れを行うとともに作動試験等の機能検査
を行い，その健全性を確認する。
⑹　廃棄設備
　廃棄物処理設備等の点検手入れを行うとともに作動試験等の機能検査を行い，その健全性
を確認する。
⑺　原子炉格納施設
　可燃性ガス濃度制御系および窒素ガス制御装置等の点検手入れを行うとともに作動試験等
の機能検査および全体漏えい率検査を行い，その健全性を確認する。
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⑻　非常用予備発電装置
　非常用ディーゼル期間及び発電機の点検手入れを行うとともに自動起動試験等の機能検査
を行い，その健全性を確認する。
⑼　蒸気タービン
　タービン本体，復水器の点検手入れを行うとともに作動試験等の機能検査を行い，その健
全性を確認する。
　上記の表 9，表 10に掲げた機器等が検査の対象になっていることが確認できる。以上
の記述から明らかなように，定期検査にあっては，圧力容器の非破壊検査・漏えい検査，
再使用する燃料体の外観検査，炉心における燃料体の配置を確認する検査，等を実施す
るよう義務づけられている以上，その「蓋を開放」10）する以外に方法はなく，そうで
ある以上当然ながら，原子炉の運転を停止しなければならない。「定検入り」すなわち
原子炉の運転停止，と思われているのはこのためである。実際，上記の島根 1号機の定
期検査のタイム・スケジュールおよび実績は次の図 1のようであった（2009 年 10 月 9 日
現在）。
制御棒駆動機構機能試験
全燃料装荷
原子炉圧力容器蓋取付け
起動準備
原子炉起動
試運転開始
発電開始
出力上昇
定格出力 性能検査
総合負荷
耐震裕度向上工事
制御棒，中性子検出器取替
全燃料取出
原子炉圧力容器蓋取外し
発電停止
10 月9 月8 月7 月6 月5 月
平成 21 年
実績
予定図 1　島根 1号機　第 28 回定期検査工程表
（http://www.energia.co.jp/atom/teiken_1_28/joukyou-18.html）
　上の図 1で，発電停止から原子炉起動までは，運転が停止されていたわけである。
　しかし，《「定検入り」すなわち原子炉の運転停止》という認識は，部分的には正しいが，
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部分的にしか正しくない。
　第一に，運転を停止しなければ定期検査ができないという法令の仕組みは，当然のこ
とながら原子炉にかかわる工学的な要請に基づくものであり，技術水準が変化して，運
転停止を伴わなくても済む検査手法（例えば，計測機器でさまざまなパラメータを監視する
検査手法）が開発されれば，当然，それに基づいて法令の内容も変化することが考えら
れる。
　確かに，上記のように，原子炉本体（特に圧力容器）の健全性の検査を，運転を停止
せずに実施することはできそうにないし，核燃料の外観検査は，圧力容器の蓋の開放を
必然的に伴うであろう。また，一般に安全系の機器は，運転中待機状態に保っておかな
ければならない関係上，その保守点検は，プラントの運転停止中に行うしかないものと
考えられてきた。しかし，すでに 1990 年代から，安全系の機器であっても，要求され
る安全水準を損わない限り，プラント運転中に待機除外（オフライン）にして保守点検
作業を行ってもよいのではないか，という安全思想も出てきているようである。このオ
ンライン・メンテナンス（プラント本体が運転中，すなわちオンラインでのメンテナンスとい
う意味）と呼ばれる考え方に象徴されるように，定期検査は，原子炉の運転を停止する
ことそれ自体が目的ではなく，検査技術の革新によって，運転したまま，より厳密にい
えば，運転の停止期間をできるだけ短縮して実施することができるようになる可能性も
ある。
　第二に，上に述べたように，運転停止それ自体が目的ではないから，定期検査の一連
のプロセスのうち，原子炉の運転を停止しなければ実施できない工程が終了してしまえ
ば，原子炉設置者として，運転停止を継続しなければならない法律上の義務は存しな
い。実際，電事規自身が，「通常運転時における総合的な性能に関する定期事業者検査
に係る事項」を定期検査の総仕上げとして明示している（90 条の 2第 5号）11）。要するに，
諸点検の完了した原子炉を定格出力で運転して行われる検査であり，通常は，「総合負
荷性能検査」と呼ばれる。総合負荷性能検査を行うためには，諸点検のために一旦取り
出された燃料集合体を再装荷し，原子炉圧力容器の蓋（沸騰水型軽水炉の場合）を取り付
け，起動準備を経て試運転を開始し，徐々に出力を上げて定格出力による運転に及ぶ。
こうした総合負荷性能検査およびその準備段階の一連の工程に着手するに当たって，当
局の許認可が必要とされているわけではない。これらの工程における原子炉の運転を，
俗に「調整運転」と称するが，調整運転によって生産された電気は当然に販売されてい
るし，また，定期検査終了後のいわゆる「営業運転」（あるいは「商業運転」）と調整運転
との間にも，格別，運転の中断が挟まるわけではなく，両者は，定期点検中かそうでな
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いかという法律上のステータスが異なるだけで，外見上あるいは工学的には，シームレ
スに連続している 12）。
　第三に，しかし世上では，定期検査も検査である以上，検査結果についていわば「合
格」のお墨付きを得てはじめて運転再開が許されるのではないか，と考える向きがある。
実際，こうした「お墨付き」の規定は用意されている。電事規の次の規定がそれである。
第 93 条の 3　経済産業大臣は，定期検査を終了したと認めたときは，定期検査終了証を交付
する 13）。
　この定期検査終了証は，交付の要件についての明文の規定を欠くので，事実として定
期検査の工程が終了しさえすれば交付されるようにも読めるが，上記のように，定期事
業者検査が技術基準適合性の確認を目的としてなされる以上，定期検査の成績の技術基
準適合性を経済産業大臣が確認した上で交付される，と解するのが素直であろう。では，
原子炉設置者は，定期検査終了証が交付されてはじめて原子炉の運転を停止する義務を
解除され，いわゆる営業運転を適法に再開する法的地位を得るのであろうか。もしそう
であるならば，定期検査終了証の交付行為は，原子炉設置者の権利義務を形成・変更す
る効果を有するから，取消訴訟の対象たる「行政庁の処分」に該当することになろう。
　この点についての最高裁の判例は存在しないが，関西電力大飯発電所 3号機， 4号機
をめぐるある訴訟において，大阪地裁が興味深い判断を示した。この事件は，滋賀県，
京都府，大阪府に居住する原告らが，経済産業大臣が， 3号機について 2012 年 8 月 3
日に， 4号機について同月 16 日にそれぞれ交付した定期検査終了証の交付行為が処分
に当たるとしてその取消しを求めた事例である 14）。原告らは次のように主張した。
　〔実用発電用原子炉〕設置者は，定期検査実施中であっても特定重要電気工作物の運転をす
ることは可能であるが，これはあくまで定期検査の一環としての通常運転時における総合的な
性能に関する検査（以下「総合負荷性能検査」という。）を行うための運転（調整運転）であっ
て，定期検査終了後の営業運転とは，その法的位置付けは全く異なる。すなわち，特定事業用
電気工作物について，使用前検査を義務付けることにより技術基準に適合しないものでないこ
とが確認されなければ使用してはならないという厳格な手続を定め，発電用原子力設備につい
ては詳細な技術基準を定めた上，長期間の運転の継続により技術基準に適合しない事態になる
ことが想定されることから，設置者に定期事業者検査の実施及び経済産業大臣による定期検査
を受けることを義務付けることによって過酷事故の発生を防止しようとした法の趣旨に鑑みる
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と，定期検査で技術基準に適合しないものでないことが確認されて初めて営業運転を再開する
ことができるのであって，定期検査終了証交付前の調整運転はあくまで定期検査に必要な限度
で許容される運転にすぎないと解すべきである。
　すなわち原告らは，定期検査を使用前検査のアナロジーでとらえ，使用前検査に係る
事業用電気工作物あるいは原子炉施設が，検査に合格してはじめて使用できるようにな
る 15）のと同様に，定期検査の合格証書ともいうべき定期検査終了証の交付があっては
じめて営業運転の再開が許される，と解するのである。しかし，定期検査を終了しなけ
れば原子炉を運転してはならないとする義務を電事法が設置者に対して課しているわけ
ではないことは，上記の説明から明らかである。判決もこの点を指摘して，定期検査終
了証の交付は処分には当たらないと判断した。長文にわたるが，重要な説示であるので
そのまま引用する。
　〔電事〕法は，事業用電気工作物の設置者に対し，技術基準適合維持義務を課し，事業用電
気工作物の使用開始後においても，技術基準に適合していないと認められる場合には経済産業
大臣が技術基準適合命令を発して事業用電気工作物を技術基準に適合させるための措置を設置
者に行わせることとし，技術基準適合維持義務の実効性を確保しているところ，事業用電気工
作物のうち特定電気工作物については，その設置者に定期事業者検査を行わせ，技術基準に適
合していることを確認させるとともに，その一部である特定重要電気工作物について，その設
置者に経済産業大臣による定期検査を受けることを義務付け，経済産業大臣は定期事業者検査
が適切に行われているか，技術基準に適合しないものでないかを確認することとして，技術基
準適合状態を定期的に確認するなどしている。そして，定期検査の結果，技術基準に適合して
いないものと認められる場合には，経済産業大臣は，特定重要電気工作物の設置者に対して技
術基準適合命令を発して，特定重要電気工作物を技術基準に適合させるための必要な措置を講
じるよう命ずることができる。このように，定期検査は，実用発電用原子炉の設置者による技
術基準適合維持義務が適切に履践されているかを確認するために行われるものであるところ，
定期検査の実施にあたっては，実用発電用原子炉の運転を停止しなければ行うことができない
検査を行うこととされており，実用発電用原子炉の運転を停止することが予定されているもの
ということができるが，一方で，通常運転時における総合的な性能に関する検査（総合負荷性
能検査）を行うこととされているように，定期検査の終了前に実用発電用原子炉を再起動する
ことも予定されており，定期検査が終了しなければその運転を行うことができないという仕組
みは採られていない。また，使用前検査においては同検査に合格しなければ特定事業用電気工
原発はなぜ停まっているのか（1）
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作物の使用をしてはならない旨明文をもって定められている（法 49 条 1 項）のに対し，定期
検査については，定期検査の実施中あるいは定期検査終了証の交付を受けるまでの間，実用発
電用原子炉の運転及びその運転によって発電した電力の供給等について制限がされるとの明文
の定めは設けられて……〔い〕ない。
　したがって，定期検査終了証の交付によって設置者による実用発電用原子炉の運転及びその
運転によって発電した電力の供給につき制限が解除されるとの仕組みは採られていないから，
この点をもって定期検査終了証の交付に法的効果が付与されていると解することはできない。
　要するに，総合負荷性能検査の前後を通じて原子炉の運転が継続されるのが法律の予
定している姿であって，この点に関して定期検査終了証の交付行為は何ら法的な意味
を有しないのであるから，取消訴訟の対象たる処分には当たらないと判断したのであ
る 16）。
　もっとも，繰り返しになるが，現行法令を前提とする限り，定期検査の工程のある部
分（大雑把にいえば前半部分）では，原子炉の運転を停止せざるを得ないのであった。で
は，日本の発電用原子炉 44 機は，いまだ運転停止を伴う工程にあるのであろうか。そ
の可能性がないとはいえない。しかし，表 6および別表 1を見れば明らかなように，定
検入りから現在までの時間が異様に長い。34 機が 2011 年かそれ以前に定検入りしてお
り（柏崎刈羽 2号機に至っては 2007 年 2 月 19 日の定検入りである！），至近例の大飯 4号機
でさえ，2013 年 9 月 15 日の定検入りから本稿最終校正時まですでに 6か月を経ている。
定期検査がこれほど時間を要するものであるならば，一年の大半を人間ドックで受診し
ている人のようなもので，そもそも原子炉を建設する経済的メリットが甚だ疑わしくな
る。
　これまで，定期検査はほとんどが 3～ 5か月程度で終了している。上記の島根 1号機
の第 28 回定期検査についていえば，前掲の図 1のように，2009 年 5 月から 10 月に至
る工程が組まれ，実際に，同年 5月 7日に定検入りし，同年 10 月 9 日に総合負荷性能
試験を（電力業界の用語法に倣えば）「受検」して同日 15 時 40 分に定期検査を終了した。
この間約 5か月を要し，平均的な検査期間より長めであったが，それは，定期検査その
ものの工程ではない耐震裕度向上工事が重なったためだと思われる。
　島根 1号機については，これまで 29 回にわたって定期検査が実施されたが，各回の
発電停止日数および検査に要した延べ日数は，本稿末尾の別表 3の通りである。定期検
査の終盤に平均して 3週間ほどは原子炉が稼働して発電がなされてきたことがわかる。
生産された電気は，もちろん，販売されたのである。ところが，第 29 回定期検査に至っ
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て，これまでとはまったく異なる事態が生じた。いうまでもなく，定検入り後約 4か月
にして発生した東日本大震災である。
　当初予定されていた工程は，次の図 2のようであった（2010 年 11 月 14 日現在の工程
表）。
原子炉再循環ポンプケーシングカバー取替工事他
原子炉再循環系配管他高周波加熱処理工事
原子炉再循環系配管等の点検
制御棒，中性子検出器取替
全燃料取出
原子炉圧力容器蓋取外し
原子炉圧力容器水抜き
原子炉再循環系配管化学除染
定期検査開始
11 月 12 月 7 月6 月5 月4 月3 月2 月1月
平成 22 年
実績
予定図 2　島根 1号機　第 29回定期検査工程表
平成 23 年
検査終了時期未定
（http://www.energia.co.jp/atom/teiken_1_29/joukyou-01.html）
　それまでの定期検査と異なり，中国電力のプレスリリースによると，第 29 回にあっ
ては，「保守管理等の不備に係る総点検で確認した点検時期超過機器の点検を継続して
実施するため」，終了時期ははじめから未定であった。しかし，定期検査の検査対象で
はないが定検内で実施を予定していた原子炉再循環系配管の溶接箇所を点検した結果，
溶接継ぎ手部 2箇所についてひびが発見され，第 28 回定期検査において発見されてい
た同種のひびと併せて 3箇所について，健全性が確保されていることを確認しながら
（換言すれば，そのまま継続して使用してよいにもかかわらず），配管を取り替えることとし，
2011 年 12 月 27 日，取替作業が完了した。この間，同年 3月 30 日，原子力安全・保安
院（当時）が，電力各社に対して，各原子力発電所の緊急安全対策 17）の実施を要請し，
中国電力もこれに応えて島根 1号機， 2号機について，大津波対策と外部電源の信頼性
確保に係る対策とを実施したが，資機材の点検，訓練の実施，可搬型機器の確保などが
中心で，定期検査の進捗に影響を及ぼすようなものではなかった 18）。
　ところが，同年 5月 6日に菅直人首相（当時）が，浜岡原子力発電所の全号機（すで
原発はなぜ停まっているのか（1）
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に営業運転を終了していた 1， 2号機を除く 3～ 5号機）の運転を停止するよう経済産業大
臣を通じて中部電力に要請したと発表し，同月 9日，中部電力がその受入れを発表する
と，にわかに，定期検査中の原子炉の運転再開は容易になし難い，という「空気」が広
がった。島根 1号機にあっても事情は同様であり，上記の配管取替工事が完了した後は，
10 月9 月8 月
平成 22 年
実績
予定図 3　島根 1号機　第 29回定期検査工程表
原子炉再循環ポンプケーシングカバー取替工事他
原子炉再循環系配管他高周波加熱処理工事
原子炉再循環系配管等の点検
制御棒，中性子検出器取替
全燃料取出
原子炉圧力容器蓋取外し
原子炉圧力容器水抜き
原子炉再循環系配管化学除染
原子炉再循環系配管取替工事
原子炉建物天井クレーン改造工事
定期検査開始
11 月 12 月 11 月 12 月7 月6 月2 ～ 5 月1 月
10 月9 月8 月 11 月 12 月7 月6 月5 月4 月3 月2 月1 月 4月～3月2月1月
平成 23 年
平成 24 年 平成 25 年
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
（http://www.energia.co.jp/atom/teiken_1_29/joukyou-109.html）
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事実上やるべき仕事がない状態になったと推測されるが，何もせずにいるわけにもいか
なくなったのか，従来「自主的に実施」してきた耐震裕度向上工事の一環として， 1号
機原子炉建屋の天井クレーン改造工事に 2012 年 5 月から着手することとなった。しか
しこの工事も同年 12 月には完了し，以後今日まで，これといった作業は行われていな
い模様である。中国電力のホームページ上の「島根原子力発電所 1号機第 29 回定期検
査状況（No.108）」19）（2014 年 1 月 13 日現在）によると，主な工事の作業予定はなく，制
御棒駆動機構取取替工事，出力領域計装取替工事，制御棒取替工事などの重要工事が
2010 年 11 月の開始以来なお完了していないようであるが，技術面の困難で作業が停滞
しているとは到底考えられず，運転再開時期がはっきりと見通せない以上，急いで実施
する意味がないためと推測される。
　かくして，今や工程表は，前頁の図 3のように書き換えられた。
　検査終了時期が未定なのは，当初と変わらないが，その理由はまったく異なるものと
なった。純然たる工学上・技術上の不確定要因による理由が，一電力会社，とりわけそ
の技術陣にはいかんともし難い政治的理由に置き換わったのである。
　《「定検入り」すなわち原子炉の運転停止》という理解が誤っていることは，以上によっ
て十分に示されたであろう。
（次号に続く）
注
1 ）　原子炉等規制法 2条 5項。
2）　問題の所在についてはすでに，啓蒙的にではあるが，安念潤司「経済教室　東電をどうすべき
か㊦」日本経済新聞 2013 年 9 月 25 日朝刊 33 頁で概観しておいた。
3）　もとより，定期施設検査という制度それ自体が新設されたという意味ではない。原子炉等規制
法の中に 43 条の 3の 15 という条文が新設されたのである。1957 年に制定された原始原子炉等規
制法には，定期検査の規定は存在していなかった。そもそも発電用原子炉が存在していなかった
のであるから，それも当然であろう。定期検査の規定は，「核燃料物質，核原料物質及び原子炉の
規制に関する法律の一部を改正する法律」（昭和 36 年法律第 50 号）によって，29 条の 2として
新設された。
4）　原子力規制委員会設置法の施行に伴う経済産業省関係省令の整備に関する省令（平成 24 年経済
産業省令第 68 号）13 条。
5）　検査の方法が拡充されたことはいうまでもない。一例にすぎないが，原子炉冷却系統施設の検
査方法に「最終ヒートシンクへの熱輸送に係る設備の作動検査」が加えられた（実用炉規則 47 条
1 項 2 号の表の三の欄の 8号）。
6）　A期について電事規 90 条の 2柱書き，B期・C期について保安省令 52 条柱書き，D期以降に
ついて実用炉規則 47 条 1 項柱書き。ただし，「電気工作物検査官」が「原子炉施設検査官」に変
わっている。
7）　設置法附則 6条 4項は，JNESを「可能な限り速やかに」廃止し，その職員を原子力規制庁に
原発はなぜ停まっているのか（1）
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移管する旨を規定している。同項の要請を実施するための法律が「独立行政法人原子力安全基
盤機構の解散に関する法律」（平成 25 年法律第 82 号。同年 11 月 22 日公布）で，これに伴って
2014 年 3 月 1 日付での解散・移管が決まった（同法 1条，附則 3条 4項，独立行政法人原子力安
全基盤機構の解散に関する法律の施行期日を定める政令〔平成 26 年政令第 37 号〕）。また，JNES
の検査業務の根拠規定である原子炉等規制法 43 条の 3の 15 第 2 項（本文 104 頁参照）は削除さ
れた（独立行政法人原子力安全基盤機構の解散に関する法律附則 13 条）。
8）　この点は，D期以降，定期検査の根拠法令が電事法から原子炉等規制法に入れ替わった後も，
もちろん変わりがない。原子炉等規制法 43 条の 3の 16 第 2 項。ただし，技術基準省令が技術基
準規則に入れ替わった。
9）　以下の島根 1号機に関する叙述は，中国電力のホームページ中の情報による。http://www.
energia.co.jp/atom/atom7.html
10）　沸騰水型軽水炉圧力容器の開放作業の実際については，古い文献ではあるが，社団法人火力原
子力発電技術協会『原子力発電所の定期点検の概要』（1990 年）37 頁以下が参考になる。
11）　B期・C期については保安省令 52 条 5 号，D期以降については実用炉規則 47 条 1 項 5 号に，
同様の規定がある。
12）　北海道電力泊 3号機は，2011 年 1 月に第 1回定期検査を開始し同年 3月に調整運転に入ったが，
折から東日本大震災の発生に遭い 4か月にわたって調整運転を継続し，ようやく 8月に総合負荷
性能検査が実施され，同月 10 日に営業運転に移った。この間，経済産業省は北海道からの照会に
答えて，総合負荷性能検査後の営業運転は，それ以前の運転の継続であっていわゆる「再稼動」（こ
の言葉の意味ははっきりしないが）ではない旨回答している（平成 23 年 8 月 9 日付，海江田経
済産業大臣から高橋北海道知事宛の回答。http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/tkk/hodo/happyo/
h23/08/230809-08hokuden.pdf）。
13）　B期・C期については保安省令 57 条，D期以降については実用炉規則 53 条に，同様の規定が
ある。
14）　大阪地判平成 24・12・20 判時 2199 号 8 頁。その控訴審，大阪高判平成 25・ 6 ・28 判時 2199
号 3 頁も結論同旨。
15）　A期・B期・C期の原子炉等規制法 28 条 1 項，D期以降の同法 28 条 1 項，43 条の 3の 11 第 1
項，全期を通じて電事法 49 条。
16）　同旨，大阪地決平成 24・ 4 ・27LLI/DB06750568，大阪高決平成 24・ 7 ・ 3 LLI/DB06720768。
17）　http://www.meti.go.jp/press/20110330004/20110330004.pdf
18）　中国電力のとった措置については，同年 5月 6日， 7日に，保安院から適切な対策であるとい
う評価がなされている。http://www.energia.co.jp/earthquake/pdf/anzen_taisaku.pdf
19）　http://www.energia.co.jp/atom/teiken_1_29/joukyou-108.html
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別表 1　原子力発電所の現状
2014 年 3 月 6 日現在
適合性審査：原子力規制委員会による「新規制基準適合性に係る審査」受審中
PWR：加圧水型軽水炉（Pressurized Water Reactor）
BWR：沸騰水型軽水炉（Boiling Water Reactor）
電力
会社
原子炉
定格出力
（kW） 炉型
営業運転
開始
現　　　状
適合性
審査
???泊 1号 57.9 万 PWR 1989 年 6 月 2011 年 4 月 22 日定検入り ○
2号 57.9 万 PWR 1991 年 4 月 2011 年 8 月 26 日定検入り ○
3号 91.2 万 PWR 2009 年 12 月 2012 年 5 月 5 日定検入り ○
??
東通 1号 110.0 万 BWR 2005 年 12 月 2011 年 2 月 6 日定検入り
女川 1号 52.4 万 BWR 1984 年 6 月 2011 年 9 月 10 日定検入り
2号 82.5 万 BWR 1995 年 7 月 2010 年 11 月 6 日定検入り ○
3号 82.5 万 BWR 2002 年 1 月 2011 年 9 月 10 日定検入り
??
福島第一1）1 号 46.0 万 BWR 1971 年 3 月 2012 年 4 月 19 日付廃止2）
2 号 78.4 万 BWR 1974 年 7 月 　同　　上
3号 78.4 万 BWR 1976 年 3 月 　同　　上
4号 78.4 万 BWR 1978 年 10 月 　同　　上
2013年11月18日使用済燃料プー
ルからの燃料棒取出し作業開始
5号 78.4 万 BWR 1978 年 4 月 2011 年 1 月 3 日定検入り
2013 年 9月 19日安倍首相が廃炉
を「要請」
2014 年 1 月 31 日付廃止
6号 110.0 万 BWR 1979 年 10 月 2010 年 8 月 14 日定検入り
2013 年 9月 19日安倍首相が廃炉
を「要請」
2014 年 1 月 31 日付廃止
福島第二 1号 110.0 万 BWR 1982 年 4 月 2011 年 3 月 12 日原子力災害対
策特別措置法 15 条に基づく原子
力緊急事態宣言
同年 12 月 26 日解除宣言，同法
27 条に基づく原子力災害事後対
策に移行
2013 年 5 月 30 日同対策完了
2号 110.0 万 BWR 1984 年 2 月 　同　　上
3号 110.0 万 BWR 1985 年 6 月 　同　　上
4号 110.0 万 BWR 1987 年 8 月 　同　　上
柏崎刈羽 1号 110.0 万 BWR 1985 年 9 月 2011 年 8 月 6 日定検入り
2号 110.0 万 BWR 1990 年 9 月 2007 年 2 月 19 日定検入り
3号 110.0 万 BWR 1993 年 8 月 2007 年 9 月 19 日定検入り
4号 110.0 万 BWR 1994 年 8 月 2008 年 2 月 11 日定検入り
5号 110.0 万 BWR 1990 年 4 月 2012 年 1 月 25 日定検入り
6号 135.6 万 BWR 1996 年 11 月 2012 年 3 月 26 日定検入り ○
7号 135.6 万 BWR 1997 年 7 月 2011 年 8 月 23 日定検入り ○
??浜岡 1号 54.0 万 BWR 1976 年 3 月 2009 年 1 月 30 日営業運転終了
2号 84.0 万 BWR 1978 年 11 月 　同　　上
3号 110.0 万 BWR 1987 年 8 月 2010 年 11 月 29 日定検入り
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??
4 号 113.7 万 BWR 1999 年 9 月 2011 年 5 月 6 日菅首相，運転停
止を「要請」
同月 9日中部電力，停止を決定
2012 年 1 月 25 日定検入り
○
5号 138.0 万 BWR 2005 年 1 月 　同　　上
2012 年 3 月 22 日定検入り
??
志賀 1号 54.0 万 BWR 1993 年 7 月 2011 年 10 月 8 日定検入り
2号 120.6 万 BWR 2006 年 3 月 2011 年 3 月 11 日定検入り
??
美浜 1号 34.0 万 PWR 1970 年 11 月 2010 年 11 月 24 日定検入り
2号 50.0 万 PWR 1972 年 7 月 2011 年 12 月 18 日定検入り
3号 82.6 万 PWR 1976 年 12 月 2011 年 5 月 14 日定検入り
大飯 1号 117.5 万 PWR 1979 年 3 月 2010 年 12 月 10 日定検入り
2号 117.5 万 PWR 1979 年 12 月 2011 年 12 月 6 日定検入り
3号 118.0 万 PWR 1991 年 12 月 2011 年 3 月 18 日定検入り
2012 年 8 月 3 日定期検査終了証
交付，同日営業運転に移行
2013 年 9 月 2 日定検入り
○
4号 118.0 万 PWR 1993 年 2 月 2011 年 7 月 22 日定検入り
2012 年 8 月 16 日定期検査終了
証交付，同日営業運転に移行
2013 年 9 月 15 日定検入り
○
高浜 1号 82.6 万 PWR 1974 年 11 月 2011 年 1 月 10 日定検入り
2号 82.6 万 PWR 1975 年 11 月 2011 年 11 月 25 日定検入り
3号 87.0 万 PWR 1985 年 1 月 2012 年 2 月 20 日定検入り ○
4号 87.0 万 PWR 1985 年 6 月 2011 年 7 月 21 日定検入り ○
??
島根 1号 46.0 万 BWR 1974 年 3 月 2010 年 11 月 8 日定検入り
2号 82.0 万 BWR 1989 年 2 月 2012 年 1 月 27 日定検入り ○
??伊方 1号 56.6 万 PWR 1977 年 9 月 2011 年 9 月 4 日定検入り
2号 56.6 万 PWR 1982 年 3 月 2012 年 1 月 13 日定検入り
3号 89.0 万 PWR 1994 年 12 月 2011 年 4 月 29 日定検入り ○
??
玄海 1号 55.9 万 PWR 1975 年 10 月 2011 年 12 月 1 日定検入り
2号 55.9 万 PWR 1981 年 3 月 2011 年 1 月 29 日定検入り
3号 118.0 万 PWR 1994 年 3 月 2010 年 12 月 11 日定検入り ○
4号 118.0 万 PWR 1997 年 7 月 2011 年 12 月 25 日定検入り ○
川内 1号 89.0 万 PWR 1984 年 4 月 2011 年 5 月 10 日定検入り ○
2号 89.0 万 PWR 1985 年 11 月 2011 年 9 月 1 日定検入り ○
????
東海 16.6 万 黒鉛炉 1966 年 7 月 1998 年 3 月 31 日営業運転終了
原子炉領域以外の解体・撤去工
程中
東海第二 110.0 万 BWR 1978 年 11 月 2011 年 5 月 21 日定検入り
敦賀　　
　　　　
1号 35.7 万 BWR 1970 年 3 月 2011 年 1 月 26 日定検入り
2号 116.0 万 PWR 1987 年 2 月 2011 年 8 月 29 日定検入り
1）　2012 年 11 月 7 日付で特定原子力施設に指定（原子炉等規制法 64 条の 2〔15 条改正で新設〕第 1項），
2013 年 8 月 14 日付で特定原子力施設に係る実施計画の認可（同法 64 条の 3〔同〕第 1項）。
2）　電事法 9条 1項に基づく電気工作物の変更の届出。
（電力各社 HP等から作成）
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別表 2　原子炉等規制法・電事法対照表
原子炉等規制法（A期） 電事法（A期）
（設計及び工事の計画の認可）
第 27 条①　原子炉設置者は，主務省令（主務大臣の発
する命令をいう。以下この章において同じ。）で定め
るところにより，原子炉施設の工事に着手する前に，
原子炉施設に関する設計及び工事の方法（第 28 条の
2第 1 項に規定する原子炉施設であつて溶接をするも
のに関する溶接を除く。以下この条において同じ。）
について主務大臣の認可を受けなければならない。原
子炉施設を変更する場合における当該原子炉施設につ
いても，同様とする。
②　原子炉設置者は，前項の認可を受けた原子炉施設に
関する設計及び工事の方法を変更しようとするとき
は，主務省令で定めるところにより，主務大臣の認可
を受けなければならない。ただし，その変更が主務省
令で定める軽微なものであるときは，この限りでな
い。
③　主務大臣は，前 2項の認可の申請に係る設計及び工
事の方法が次の各号に適合していると認めるときは，
前 2項の認可をしなければならない。
1　第 23 条第 1項若しくは第 26 条第 1項の許可を受
けたところ又は同条第 2項の規定により届け出たと
ころによるものであること。
2　主務省令で定める技術上の基準に適合するもので
あること。
④　原子炉設置者は，第 1項の認可を受けた原子炉施設
に関する設計及び工事の方法について，第 2項ただし
書の主務省令で定める軽微な変更をしたときは，その
旨を主務大臣に届け出なければならない。
（工事計画）
第 47 条①　事業用電気工作物の設置又は変更の工事であつて，
公共の安全の確保上特に重要なものとして経済産業省令で定
めるものをしようとする者は，その工事の計画について経済産
業大臣の認可を受けなければならない。ただし，事業用電気
工作物が滅失し，若しくは損壊した場合又は災害その他非常の
場合において，やむを得ない一時的な工事としてするときは，
この限りでない。
②　前項の認可を受けた者は，その認可を受けた工事の計画を変
更しようとするときは，経済産業大臣の認可を受けなければな
らない。ただし，その変更が経済産業省令で定める軽微なもの
であるときは，この限りでない。
③　経済産業大臣は，前 2項の認可の申請に係る工事の計画が次
の各号のいずれにも適合していると認めるときは，前 2項の認
可をしなければならない。
1　その事業用電気工作物が第 39 条第 1項の経済産業省令で
定める技術基準に適合しないものでないこと。
2　事業用電気工作物が一般電気事業の用に供される場合に
あつては，その事業用電気工作物が電気の円滑な供給を確保
するため技術上適切なものであること。
3　特定対象事業に係るものにあつては，その特定対象事業に
係る第 46条の 17 第 2項の規定による通知に係る評価書に従
つているものであること。
4　環境影響評価法第 2条第 3項に規定する第二種事業（特定
対象事業を除く。）に係るものにあつては，同法第 4条第 3
項第 2号（同条第 4項及び同法第 29 条第 2 項において準用
する場合を含む。）の措置がとられたものであること。
④　事業用電気工作物を設置する者は，第 1項ただし書の場合
は，工事の開始の後，遅滞なく，その旨を経済産業大臣に届け
出なければならない。
⑤　第 1項の認可を受けた者は，第 2項ただし書の場合は，その
工事の計画を変更した後，遅滞なく，その変更した工事の計画
を経済産業大臣に届け出なければならない。ただし，経済産業
省令で定める場合は，この限りでない。
（使用前検査）
第 28 条①　原子炉設置者は，主務省令で定めるところ
により，原子炉施設の工事（次条第 1項に規定する原
子炉施設であつて溶接をするものの溶接を除く。次項
において同じ。）及び性能について主務大臣の検査を
受け，これに合格した後でなければ，原子炉施設を使
用してはならない。原子炉施設を変更する場合におけ
る当該原子炉施設についても，同様とする。
②　前項の検査においては，原子炉施設が次の各号に適
合しているときは，合格とする。
1　その工事が前条第 1項の認可を受けた設計及び方
法（同条第 2項又は第 4項の規定による変更の認可
又は届出があつたときは，その変更後のもの）に従
つて行われていること。
2　その性能が主務省令で定める技術上の基準に適合
するものであること。
③　第 16 条の 3 第 3 項及び第 4項の規定は，第 1項の
検査（実用発電用原子炉及び第 23 条第 1 項第 4 号に
掲げる原子炉に係るものに限る。）について準用する。
（使用前検査）
第 49 条①　第 47 条第 1項若しくは第 2項の認可を受けて設置若
しくは変更の工事をする事業用電気工作物又は前条第 1項の規
定による届出をして設置若しくは変更の工事をする事業用電
気工作物（その工事の計画について，同条第 4項の規定による
命令があつた場合において同条第 1項の規定による届出をして
いないものを除く。）であつて，公共の安全の確保上特に重要
なものとして経済産業省令で定めるもの（第 3項において「特
定事業用電気工作物」という。）は，その工事について経済産
業省令で定めるところにより経済産業大臣の検査を受け，これ
に合格した後でなければ，これを使用してはならない。ただ
し，経済産業省令で定める場合は，この限りでない。
②　前項の検査においては，その事業用電気工作物が次の各号の
いずれにも適合しているときは，合格とする。
1　その工事が第 47 条第 1 項若しくは第 2項の認可を受けた
工事の計画（同項ただし書の経済産業省令で定める軽微な変
更をしたものを含む。）又は前条第 1項の規定による届出を
した工事の計画（同項後段の経済産業省令で定める軽微な変
更をしたものを含む。）に従つて行われたものであること。
2　第 39 条第 1項の経済産業省令で定める技術基準に適合し
ないものでないこと。
③～④　（略）
原発はなぜ停まっているのか（1）
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（溶接の方法及び検査）
第 28 条の 2 ①　原子炉容器その他の主務省令で定める
原子炉施設であつて溶接をするものについては，主務
省令で定めるところにより，その溶接につき主務大臣
の検査を受け，これに合格した後でなければ，原子炉
設置者は，これを使用してはならない。ただし，第 4
項に定める場合及び主務省令で定める場合は，この限
りでない。
②　前項の検査を受けようとする者は，主務省令で定め
るところにより，その溶接の方法について主務大臣の
認可を受けなければならない。
③　第 1項の検査においては，その溶接が次の各号に適
合しているときは，合格とする。
1　前項の認可を受けた方法に従つて行われているこ
と。
2　主務省令で定める技術上の基準に適合するもので
あること。
（溶接安全管理検査）
第 52 条①　発電用のボイラー，タービンその他の経済産業省令
で定める機械若しくは器具である電気工作物（以下「ボイラー
等」という。）であつて，経済産業省令で定める圧力以上の圧
力を加えられる部分（以下「耐圧部分」という。）について溶
接をするもの（第 3項において「特定ボイラー等」という。）
若しくは発電用原子炉に係る格納容器その他の経済産業省令
で定める機械若しくは器具である電気工作物（以下「格納容器
等」という。）であつて溶接をするもの（第 3項において「特
定格納容器等」という。）又は耐圧部分について溶接をしたボ
イラー等であつて輸入したもの（第 3項において「輸入特定
ボイラー等」という。）若しくは溶接をした格納容器等であつ
て輸入したもの（第 3項において「輸入特定格納容器等」とい
う。）を設置する者は，その溶接について経済産業省令で定め
るところにより，その使用の開始前に，当該電気工作物につい
て事業者検査を行い，その結果を記録し，これを保存しなけれ
ばならない。ただし，経済産業省令で定める場合は，この限り
でない。
②　前項の検査（以下「溶接事業者検査」という。）においては，
その溶接が第 39 条第 1項の経済産業省令で定める技術基準に
適合していることを確認しなければならない。
③～⑤　（略）
（施設定期検査）
第 29 条①　原子炉設置者は，主務省令で定めるところ
により，原子炉施設のうち政令で定めるものの性能に
ついて，主務大臣が毎年 1回定期に行う検査を受けな
ければならない。ただし，第 43 条の 3 の 2 第 2 項の
認可を受けた原子炉については，主務省令で定める場
合を除き，この限りでない。
②　前項の検査は，その原子炉施設の性能が主務省令で
定める技術上の基準に適合しているかどうかについて
行う。
③　第 16 条の 5 第 3 項及び第 4項の規定は，第 1項の
検査（実用発電用原子炉及び第 23 条第 1 項第 4 号に
掲げる原子炉に係るものに限る。）について準用する。
（定期検査）
第 54 条①　特定重要電気工作物（発電用のボイラー，タービン
その他の電気工作物のうち，公共の安全の確保上特に重要なも
のとして経済産業省令で定めるものであつて，経済産業省令で
定める圧力以上の圧力を加えられる部分があるもの並びに発
電用原子炉及びその附属設備であつて経済産業省令で定める
ものをいう。次項において同じ。）については，これらを設置
する者は，経済産業省令で定めるところにより，経済産業省令
で定める時期ごとに，経済産業大臣が行う検査を受けなければ
ならない。ただし，経済産業省令で定める場合は，この限りで
ない。
②　経済産業大臣は，前項の検査のうち，原子力を原動力とする
発電用の特定重要電気工作物であつて経済産業省令で定める
ものについての検査に関する事務の一部を，経済産業省令で定
めるところにより，機構に行わせるものとする。
③　機構は，前項の規定により検査に関する事務の一部を行つた
ときは，遅滞なく，その結果を経済産業省令で定めるところに
より，経済産業大臣に通知しなければならない。
（相当する規定なし） （定期安全管理検査）
第 55 条①　特定電気工作物（発電用のボイラー，タービンその
他の経済産業省令で定める電気工作物であつて前条第一項で
定める圧力以上の圧力を加えられる部分があるもの並びに発
電用原子炉及びその附属設備であつて経済産業省令で定める
ものをいう。以下同じ。）を設置する者は，経済産業省令で定
めるところにより，定期に，当該特定電気工作物について事業
者検査を行い，その結果を記録し，これを保存しなければなら
ない。
②　前項の検査（以下「定期事業者検査」という。）においては，
その特定電気工作物が第 39 条第 1項の経済産業省令で定める
技術基準に適合していることを確認しなければならない。
③～⑥　（略）
128 第 10 巻第 4号（2014）
別表 3　島根原子力発電所（中国電力） 1号機　定期検査実績表
回　次 実　施　期　間 発電停止日数 検査延べ日数
1回 1975 年 2 月 16 日～ 5月 14 日 65 88
2 回 1976 年 2 月 14 日～ 5月 11 日 76 88
3 回 1977 年 1 月 9 日～ 7月 31 日 170 186
4 回 1978 年 2 月 3 日～ 5月 19 日 89 106
5 回 1979 年 2 月 3 日～ 6月 20 日 92 138
6 回 1980 年 3 月 2 日～ 6月 17 日 90 108
7 回 1981 年 2 月 14 日～ 7月 14 日 131 151
8 回 1982 年 5 月 22 日～ 10 月 21 日 137 153
9 回 1983 年 8 月 31 日～ 1984 年 1 月 10 日 105 133
10 回 1984 年 10 月 1 日～ 1985 年 1 月 10 日 79 102
11 回 1986 年 1 月 9 日～ 7月 2日 162 175
12 回 1987 年 5 月 7 日～ 7月 31 日 75 86
13 回 1988 年 6 月 25 日～ 11 月 29 日 142 158
14 回 1989 年 9 月 8 日～ 1990 年 2 月 24 日 124 139
15 回 1991 年 1 月 29 日～ 4月 25 日 70 87
16 回 1992 年 4 月 2 日～ 8月 7日 98 128
17 回 1993 年 9 月 6 日～ 1994 年 1 月 20 日 107 137
18 回 1994 年 10 月 8 日～ 1995 年 4 月 19 日 166 194
19 回 1996 年 2 月 8 日～ 8月 7日 153 182
20 回 1997 年 9 月 6 日～ 12 月 24 日 82 110
21 回 1999 年 1 月 19 日～ 3月 30 日 46 71
22 回 2000 年 5 月 11 日～ 2001 年 4 月 27 日 330 352
23 回 2002 年 5 月 25 日～ 7月 31 日 43 68
24 回 2003 年 9 月 17 日～ 2004 年 1 月 22 日 105 128
25 回 2005 年 2 月 20 日～ 8月 10 日 137 172
26 回 2006 年 9 月 9 日～ 2007 年 4 月 27 日 186 231
27 回 2007 年 12 月 5 日～ 2008 年 5 月 14 日 138 162
28 回 2009 年 5 月 7 日～ 10 月 9 日 130 156
平　　　　　均 119 142
29 回 2010 年 11 月 8 日～未定 ─ ─
（中国電力 HPから作成）
